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研究の概要（200～300字で記入、図･グラフ等は使用しないこと。） 

 本研究は「発展途上国における国内地域間格差と地域開発」をテーマにタイを事例と

して分析するものであり、最大の目的は、グローバリゼーションという新自由主義的な

世界経済の潮流においては発展途上国の国内地域間格差の縮小が困難なことを明らかに

することである。今年度は、第一に、グローバリゼーション下での国内地域間格差の変

化に関する先行研究を整理し、第二に、グローバル化に伴うタイの国内地域間格差の変

化を明らかにし、第三に、グローバリゼーション下での海外依存度の上昇という側面か

ら、直接投資に焦点を当て、1980 年代後半以降タイの経済成長を牽引してきた直接投資

が国内地域間格差にどのような影響を及ぼしたのかを考察した。  

 

キーワード（研究内容をよく表しているものを３項目以内で記入。） 
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研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

 本研究は「発展途上国における国内地域間格差と地域開発」をテーマにタイを事例として

分析するものであり、最大の目的は、現在の新自由主義的な世界経済の潮流とでも言うべき

グローバリゼーション下では発展途上国の国内地域間格差の縮小が困難になっていること

を明らかにすることである。今年度の本研究の成果はタイを事例に次の 2 点を明らかにでき

たことである。第一に、 2002 年度の研究を発展させ、発展途上国の直接投資による国内の

地域間補完性の低下をさらに立証することができた点であり、第二に、グローバリゼーショ

ンに伴う国家間格差の推移に関する論点を国内地域間格差に適用し、国内地域間格差に特有

の論点を提示できたことである。以下でそれぞれの詳細を述べる。  

＜研究成果 1＞  

 第一の成果については、石井（ 2003）を発展させ、さらなるデータ分析を加え、 2003 年

10 月の日本国際経済学会で報告した概要を元に詳述する。  

 ハーシュマン（ 1958）、ウィリアムソン（ 1995）によると、国内地域間格差は発展の初期

段階で拡大し、発展が成熟すると縮小するというように、経済発展に伴って逆 U 字型に変動

するという。実際に、日本もタイもそれぞれ高度経済成長期である 1960 年代前半、1990 年

代前半に、それまで拡大していた国内地域間格差が縮小した。しかし、日本に比べタイの地

域間格差は著しく大きい。そこで、本稿の目的は、これまで先進国の国内地域間格差の変動

に関して妥当とされてきたハーシュマンおよびウィリアムソンの理論がグローバル化の進

んだ今日の発展途上国に妥当するのか再検討することにある。特に、グローバリゼーション

下で経済成長を牽引してきた直接投資の導入による産業構造の変化の国内地域間格差に対

する影響を、タイを事例に明らかにする。  

 まず、タイの外資導入による産業構造の変化から考察する。タイは積極的に直接投資を受

け入れ、プロダクトサイクルの過程の中で新産業を次々に導入し、加速度的な経済成長を遂

げた。つまり、発展途上国は直接投資によってプロダクトサイクルを短縮できるので、国内

での新技術の導入が急速になり、産業構造を急速に高度化させ、経済成長が可能となるのだ。 

 このような直接投資は、地域経済にも大きな影響をもたらしたとみられる。つまり、比較

的高所得のバンコク、東部、中央部は外資企業の割合が多く、高付加価値の主要輸出産業を

集中させており、地域総生産に占める製造業の割合が高く、所得水準をさらに上昇させた。

一方、低所得の東北部、北部などは直接投資も少なく、低付加価値産業を集中させており、

地域総生産に占める製造業の割合、及び所得水準も未だに低い。  

 ハーシュマンによると、たとえ高所得地域が先に経済成長を達成し、低所得地域との間に

格差が生じても、国内補完性が高く、低所得地域が高所得地域における生産物の投入財の供

給地であれば、高所得地域の成長から低所得地域の生産を誘発するなどの浸透効果が発生す

るため、いずれ格差は縮小するという。しかし、以上のように現在のタイ経済を牽引する直

接投資はプロダクトサイクルを短縮化させ、受入国の産業導入及び経済成長を著しく急速に

させる。したがって、格差が縮小するためには、その急速な成長を相殺できるほど素早く大

きな浸透効果が働かない限り、地域間格差は縮小しないといえる。ところが、現在のタイの

地域間補完性は弱まっており、浸透効果が働きにくくなっている。  

 さらに、タイの国内地域間格差には新たな格差が生じている。タイの国内地域間格差は変

動係数で見る限りにおいては 1990 年代前半以降縮小したかに見えたが、中所得地域群とそ

の他の低所得地域群との間で新たに格差が拡大しているのである。中所得地域群は低所得地

域群に比べて直接投資が大きく、バンコク首都圏や海外からの投入率も高く、急速に製造業

を拡大させていった。しかし、これら中所得地域群はバンコク首都圏の外延部に位置してお

り、この地域の成長についてはハーシュマンのいう浸透効果がこれらの地域に及んだという

よりも、バンコク首都圏が拡大し、隣接している中所得地域がバンコク首都圏に取りこまれ

たとの見方が妥当だと思われる。そして、その他の低所得地域は直接投資も少なく、産業連

関も弱く、バンコクから遠隔であり、浸透効果が及ぶのは困難になっている。したがって、

地域間格差の縮小は困難になりつつあると思われる。  

今後さらにグローバリゼーション進む中、新技術導入のさらなる急速化と、外資依存が一層

著しくなるだろう。その結果、高所得地域は、海外との連関をさらに強め更なる新技術の導

入によって経済成長がを可能にするが、低所得地域では、海外、高所得地域との連関が弱く、

経済停滞を余儀なくされ、国内地域間格差の縮小は困難となるであろう。したがって、現在

の発展途上国はハーシュマンが想定した世界よりも、ミュルダール（ 1957）  
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研究成果の概要  つづき  

国内地域間格差が拡大し続けるという累積的因果関係的な世界に近づいているといえる。

国内地域間格差はそれ自体が倫理上問題なだけでなく、成長そのものを阻害する要因にも

なる。つまり、都市の過密と地方の経済停滞は、経済活動のさらなる拡大の障害である。

とりわけ、今日では外資、外需への依存が強いが、それは通貨危機からもわかるように不

安定な要因である。したがって、安定した市場および資本を確保するためにも、内需の拡

大を達成すべく、国内地域間格差の是正、つまり、国内の経済停滞地域の成長が必要とな

る。  

＜研究成果 2＞  

次に、第二の成果についての研究概要を述べる。  

 当該研究の目的は、Wade（ 2003）によるグローバリゼーションと国家間不平等に関する

論点を整理し、その論点を発展途上国の国内地域間不平等に適用させ、実際にグローバル

化に伴って発展途上国の国内地域間不平等がどのように変化するのかタイを事例に考察す

ることにある。  

 今日、グローバル化に伴って国家間不平等は縮小しているという主張に対し、むしろ不

平等は拡大しているという主張があり、相反する結論が導き出されている。 Wade（ 2003）

は、この結論の相違はどの指標をどのように組合せるかによるものだとし、その指標に関

して 4 つの論点を示した。第一に、市場為替レートで見るか購買力平価で見るか、第二に、

どのような所得分配の尺度を用いるか、第三に、人口によるウェイト付けをするか否か、

第四に、国民所得統計（ GDP）を用いるか、家計調査を用いるかである。 Wade によると、

これらのうち国家間不平等が縮小しているという世銀の主張を支持する指標の組合せは、

ジニ係数などの集計的な指標を人口でウェイト付けし、 PPP で表すというただ一つの組み

合わせで示されるに過ぎない。  

 Wade の国家間不平等に関する論点は、国内不平等を論じる際にも適用できるが、以下の

二点は特に国内不平等に特有の問題として注意すべきである。第一に、為替レートに関す

る議論は国内地域間不平等では不問となり、地域間の物価水準の相違のみを考慮するべき

点である。しかし、この物価水準の相違は、国家間のそれに比べ小さく、為替レートの問

題に比べ複雑ではない。第二に、地域間不平等を地域別の GDP で見るか、家計調査で見る

かの問題であり、国内不平等を議論する際に最も重要な論点となる。というのも、家計調

査による地方所得は都市部の季節労働者からの送金を含んでいるため、GDP で見るよりも

不平等が小さく表されるが、国内労働移動は国家間労働移動に比べ規制は少なく、容易で

あり、特に途上国では季節労働が多いため、地域間の送金は大きくなると予想されるから

である。以上の論点を考慮しタイの国内地域間不平等の推移を考察すると、集計的な指標

である変動係数で見た場合、国内地域間不平等は 1990 年代以降縮小したが、最低所得地域

である東北部の所得と全国平均所得との格差という点では、不平等化が進んでいることが

明らかである。  

 以上が、当該期間での研究成果である。これに加えて、現在、タイ進出の日系企業のデ

ータを入手し、入力作業を行っているが、これによって今後、上記の研究成果を補完でき

るものと考える。  
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